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標準的評価項目・評価基準 改訂  新旧対照表 
 

新 旧 
１．事業の位置付け・必要性について １．事業の位置付け・必要性について 

(1)ＮＥＤＯの事業としての妥当性 (1)ＮＥＤＯの事業としての妥当性 

・特定の施策（プログラム）、制度の下で実施する事業の場合、当該施策・制度の目標達成のために寄

与しているか。 

・特定の施策（プログラム）、制度の下で実施する事業の場合、当該施策・制度の目標達成のために寄

与しているか。 

・民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことにより、ＮＥＤＯの関与が必

要とされる事業か。 

・民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことにより、ＮＥＤＯの関与が必

要とされる事業か。 

・当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較において十分であるか。 ・当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較において十分であるか。 

  

(2)事業目的の妥当性 (2)事業目的の妥当性 

・内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、政策動向、国際貢献

の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 

・内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、政策動向、国際貢献

の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 

  

２．研究開発マネジメントについて ２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 (1)研究開発目標の妥当性 

・内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されているか。 ・内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されているか。 

・目標達成度を測定・判断できる具体的かつ明確な開発目標を設定しているか。 ・具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 

 ・目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 

  

(2)研究開発計画の妥当性 (2)研究開発計画の妥当性 

・目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分を含む）となっているか。 ・目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分を含む）となっているか。 

・目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 ・目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 

・研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 ・研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

・継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点から絞り込んだうえで活用が

図られているか。 

・継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点から絞り込んだうえで活用が

図られているか。 
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(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 (3)研究開発実施の事業体制の妥当性 

・真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。[ 順番入替 ] ・適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 

・適切な研究開発実施体制になっており、指揮命令系統及び責任体制が明確となっているか。[ 順番

入替 ] 

・真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 

・研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担っているか。 ・研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担っているか。 

[ 削除 ] ・全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環境が整備されているか。 

・目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携and／or競争が十分に行われる体制とな

っているか。また、そのために必要な知的財産取扱（実施者間の情報管理、秘密保持、出願・活用ル

ール含む）に関する考え方は整備され、適切に運用されているか。 

・目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携and／or競争が十分に行われる体制とな

っているか。 

[ 2.(4)へ移動 ] ・実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、関与

を求める体制を整えているか。 

  

(4)研究開発成果の実用化、事業化に向けたマネジメントの妥当性 (4)研究開発成果の実用化、事業化に向けたマネジメントの妥当性 

(基礎的・基盤的研究開発及び知的基盤・標準整備等研究開発の場合は、「事業化」を除く) (基礎的・基盤的研究開発及び知的基盤・標準整備等研究開発の場合は、「事業化」を除く) 

・成果の実用化、事業化につなげる戦略が明確になっているか。 ・成果の実用化、事業化につなげる戦略が明確になっているか。 

・成果の実用化、事業化シナリオに基づき、成果の活用・実用化の担い手、ユーザーが関与する体制

を構築しているか。   [ 2. (3)から移動 ] 

 

・全体を統括するプロジェクトリーダーが選任されている場合、成果の実用化、事業化シナリオに基づ

き、適切な研究開発のマネジメントが行われているか。 

 

・成果の実用化、事業化につなげる知財戦略(オープン／クローズ戦略等) や標準化戦略が明確にな

っており、かつ妥当なものか。 

・成果の実用化、事業化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、かつ妥当なものか。 

  

(5)情勢変化への対応等 (5)情勢変化への対応等 

・進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向等に機敏かつ適切に対応して

いるか。 

・進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機敏かつ適切に対応してい

るか。 

[ 削除 ] ・計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の揺らぎとなっていない

か）。計画見直しを適切に実施しているか。 
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３．研究開発成果について ３．研究開発成果について 

(1）目標の達成度と成果の意義  [ (1)と(2)を統合 ] (1)目標の達成度（中間評価では、（１）中間目標の達成度） 

・成果は目標を達成しているか。 ・成果は目標値をクリアしているか。 

[ 削除 ] ・全体としての目標達成はどの程度か。 

・目標未達成の場合、達成できなかった原因が明らかで、かつ目標達成までの課題を把握し、この課

題解決の方針が明確になっているなど、成果として評価できるか。 

・目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確になっているか。 

・設定された目標以外に技術的成果があれば付加的に評価する。  

  

 (2)成果の意義 

・成果は将来的に市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 ・成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 

・成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。[ 順番入替 ]  

・世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、または汎用性のある成果については、将来の産業

につながる観点から特に顕著な成果が挙がっている場合は、海外ベンチマークと比較の上で付加的

に評価する。 

・成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 

・成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 

・成果は汎用性があるか。 

・投入された予算に見合った成果が得られているか。 ・投入された予算に見合った成果が得られているか。 

 ・成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

・大学または公的研究機関で企業の開発を支援する取り組みを行った場合には、具体的に

企業の取り組みに貢献しているか。 
 

  

(2)知的財産権等の取得及び標準化の取組 (3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登録、品種登録出願、営

業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に沿って国内外に適切に行われているか。 

・知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登録、品種登録出願、営

業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に沿って国内外に適切に行われているか。 

・国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果に基づく国際標準化に

向けた提案等の取組が適切に行われているか。 

・国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果に基づく国際標準化に

向けた提案等の取組が適切に行われているか。 

  

(3)成果の普及 (4)成果の普及 

・論文等の対外的な発表は、将来の産業につながる観点から戦略的に行われているか。 ・論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 

  

・成果の活用・実用化の担い手・ユーザー等に対して、適切に成果を普及しているか。また、普及の見 ・成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成果を普及しているか。ま
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通しは立っているか。 た、普及の見通しは立っているか。 

・一般に向けて広く情報発信をしているか。 ・一般に向けて広く情報発信をしているか。 

  

(4)成果の最終目標の達成可能性(中間評価のみ設定) (5)成果の最終目標の達成可能性(中間評価のみ設定) 

・最終目標を達成できる見込みか。 ・最終目標を達成できる見込みか。 

・最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なものか。 ・最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なものか。 

  

４．実用化、事業化に向けての見通し及び取り組みについて（標準） ４．実用化、事業化の見通しについて（標準） 

(1)成果の実用化、事業化の見通し (1)成果の実用化可能性 

・産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 ・産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 

・実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確になっているか。 ・実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確になっているか。 

・成果は市場やユーザーのニーズに合致しているか。 [ ４．(2)から移動 ]  

・実用化に向けて、競合技術と比較し性能面、コスト面を含み優位性は確保される見通しはあるか。量

産化技術が確立する見通しはあるか。 

 

・事業化した場合に対象となる市場規模や成長性等により経済効果等が見込めるものとなっている

か。 

 

・国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備に向けた見通しが得ら

れているか。 

・国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備に向けた見通しが得ら

れているか。 

・プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経済的・社会的効果、人材育

成等)がある場合には付加的に評価する。 

 

  

(2) 実用化、事業化に向けた具体的取り組み (2)事業化までのシナリオ 

・プロジェクト終了後において実用化、事業化に向けて取り組む者が明確になっているか。また、取り

組み計画、事業化までのマイルストーン、事業化する製品・サービス等の具体的な見通し等は立って

いるか。 

 

[ ４．(1)に移動 ] ・成果は市場やユーザーのニーズに合致しているか。（中間評価のみ） 

[ 削除 ] ・ＮＥＤＯ後継プロジェクト、ＮＥＤＯ実用化助成、企業内研究等、プロジェクト終了後の事業化までの

道筋は明確か。（事後評価のみ） 

[ 削除 ] ・市場の規模や成長性、コストダウン、競合技術との比較、導入普及、事業化までの期間、事業化とそ

れに伴う経済効果等の見通しは立っているか。 
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[ 削除 ] (3)波及効果 

[ 削除 ] ・成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるものか。 

[ 削除 ] ・プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進するなどの波及効果を生じてい

るか。 

  

４．実用化に向けての見通し及び取り組みについて（基礎的・基盤的研究開発の場合） ４．実用化の見通しについて（基礎的・基盤的研究開発の場合） 

(1)成果の実用化の見通し (1)成果の実用化可能性 

・実用化イメージに基づき、課題及びマイルストーンが明確になっているか。 ・実用化イメージ・出口イメージが明確になっているか。 

 ・実用化イメージ・出口イメージに基づき、開発の各段階でマイルストーンを明確にしているか。それ

を踏まえ、引き続き研究開発が行われる見通しは立っているか。 

・国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備に向けた見通しが得ら

れているか。 

・国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備に向けた見通しが得ら

れているか。 

  

[ 削除 ] (2)波及効果 

・プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経済的・社会的効果、人材育

成等)がある場合には付加的に評価する。 

・成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるものか。 

 ・プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進するなどの波及効果を生じてい

るか。 

  

(2) 実用化に向けた具体的取り組み  

・成果の実用化に向けて、誰がどのように引き続き研究開発を取り組むのか明確になっているか。  

  

４．実用化の見通し及び取り組みについて（知的基盤・標準整備等の研究開発の場合） ４．実用化の見通しについて（知的基盤・標準整備等の研究開発の場合） 

(1)成果の実用化の見通し (1)成果の実用化可能性 

・整備した知的基盤についての利用は実際にあるか、その見通しが得られているか。 ・整備した知的基盤についての利用は実際にあるか、その見通しが得られているか。 

・公共財として知的基盤を供給、維持するための体制は整備されているか、その見込みはあるか。 ・公共財として知的基盤を供給、維持するための体制は整備されているか、その見込みはあるか。 

・国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備に向けた見通しが得ら

れているか。 

・国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備に向けた見通しが得ら

れているか。 

・JIS化、標準整備に向けた見通しが得られているか。注）国内標準に限る ・JIS化、標準整備に向けた見通しが得られているか。注）国内標準に限る 



6 
 

・一般向け広報は積極的になされているか。 ・一般向け広報は積極的になされているか。 

  

[ 削除 ] (2)波及効果 

・プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経済的・社会的効果、人材育

成等)がある場合には付加的に評価する。 

・成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるものか。 

 ・プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進するなどの波及効果を生じてい

るか。 

  

(2) 実用化に向けた具体的取り組み  

・成果の実用化に向けて、誰がどのように引き続き技術開発を取り組むのか明確になっているか。  

  

 

 
 

＊実用化、事業化の定義 

 

 

・「実用化」とは、当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始され

ること。また、量産化技術が確立されること。 

 

・「事業化」とは、当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の販売や利用により、企業活動(売り上

げ等)に貢献すること。  

 

 

但し、被評価プロジェクトはその意図する効果の範囲や時間軸に多様性を有することから、「実用

化」、「事業化」の定義は、被評価プロジェクトの特徴に応じて、カスタマイズすることができる。 

 

  
 


